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概　　況
　国内政治では₂₀₁₆年の総統選挙に向け，野党民進党が ₄月に蔡英文同党主席を
総統候補に公認し，一貫して優勢を保った。一方，与党国民党では ₁月に朱立倫
新北市長が同党主席に就任したが，出馬を見送り，王金平立法院長の擁立を画策
した。しかし，馬英九総統の介入もあり， ₇月に洪秀柱立法院副院長が公認を得
た。洪秀柱候補は世論を挑発する放言を繰り返したため， ₁₀月に公認を取り消さ
れ，朱立倫主席が新たな候補となったが，劣勢は挽回できなかった。
　経済では，中国の景気減速による輸出減少の影響を受け，₂₀₁₅年の実質経済成
長率は₀.₇₅％であり，前年より₁.₅ポイント以上下がった。また，放射能危険地域
として指定した地域から食品が輸入されていたことを受け，日本産食品に対する
輸入規制を実施した。台湾高鉄（台湾新幹線）では財務問題が発生した。
　対外関係では当初，台湾海峡上の航空路開設やアジアインフラ投資銀行（AIIB）
加盟をめぐる摩擦が中国との間で見られた。南シナ海問題を憂慮するアメリカは
台湾との軍事協力を強化しつつ，周辺諸国と協調し，中国を牽制するよう台湾に
求めた。馬英九政権は「南シナ海平和イニシアティブ」の発表でこれに応えたが，
同問題をめぐるフィリピンの主張に反発したほか，日本に対する慰安婦問題への
謝罪要求や，中国と初の首脳会談を行うなど独自の対外姿勢も見せた。
国 内 政 治
国民党における朱立倫・新主席と馬英九総統・前主席の軋轢
　馬英九総統の国民党主席辞任を受け， ₁月₁₇日に国民党主席選挙が行われた。
唯一の候補者であった朱立倫新北市長が₉₉.₆₁％の得票率で信任された。朱立倫
主席は外省人だが，本省人の母親を持ち，党内では義父の高育仁・元台湾省議会
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議長の支援を受けており，その言動は本省人に近い。
　₁₉日の就任後，朱立倫主席は ₆人いた副主席のうち郝龍斌・前台北市長（外省
人）と黄敏惠・前嘉義市長のみを再任し，党秘書長には元新北市副市長の李四川
行政院秘書長を任命した。また，馬英九総統が始めた「中山会報」（総統，各院，
党指導部の会合）の廃止，王金平立法院長の党籍剥奪処分（『アジア動向年
報 ₂₀₁₄』を参照）をめぐる最高法院での上告審の放棄，原発廃止や議院内閣制を
含む憲法改正の主張など，馬英九路線から決別した。一方，馬英九総統は王金平
院長の党籍剥奪処分をめぐる法廷闘争の放棄に対して，党執行部を強く非難した
（ ₂月₂₅日）。
　このほか，名誉主席を廃止し，国家発展研究基金会（国民党のシンクタンク）理
事長や中国共産党との政党間交流の顔役をそれぞれ，連戦および呉伯雄・前名誉
主席から取り上げ，朱立倫主席自身が兼務した。
行政院，総統府の人事
　₂₀₁₄年₁₂月に発足した毛治国内閣では当初から波乱含みであった。 ₁月 ₇日に
は葉匡時交通部長が立法院での台湾高速鉄路社救済策の否決に反発して，辞意表
明した。その後任には陳建宇同部政務次長が就任した（₂₄日）。₂₉日に辞任（ ₂月
₂日付）が発表された管中閔国家発展委員会主任委員も「立法院での質疑は非難
ばかりで，非建設的」と批判した。なお，同職は杜紫軍政務委員が兼務した。
　₂₄日には李四川行政院秘書長が辞任し，地方・内務官僚出身の簡太郎・前政務
委員（₂₀₁₄年₁₂月に辞任，屏東県長選挙で落選）が後任に就いた。また，蕭家淇行
政院副秘書長は ₁月₂₄日に退任し， ₂月₂₆日，政務委員に就任した。
　 ₁月₂₇日には厳明国防部長の辞任（₃₀日付）と高広圻参謀総長（海軍出身）の後任
就任（₃₁日付）が発表された。これは馬英九総統が総統府侍衛長を頻繁に交代させ
たことで生じた，将官人事ローテーションの歪みを調整するためであった。また，
今回で国防部長には ₅代続けて外省人が就くことになった。
　 ₂月₁₀日には王郁琦大陸委員会主任委員が，張顯耀・元大陸委員会副主任委員
の中国への秘密漏洩容疑を不起訴処分とした台北地検に抗議する形で，辞意表明
した。後任には外交官出身の夏立言国防部軍政副部長が就任した。
　このほか， ₁月₂₄日に科技（科学技術）部長に徐爵民工業技術研究院院長，文化
部長に洪孟啓・同部政務次長兼部長代理，科学および教育担当の政務委員に顔鴻
森成功大学副校長が任命された。
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　総統府では ₂月 ₆日に楊進添・同秘書長が個人的な理由で退任し，曽永権・前
国民党秘書長が後任となり，また金溥聡国家安全会議（以下，国安会）秘書長が健
康上の理由で退任し，高華柱国策顧問・元国防部長（軍出身）が後任に就任する
（₁₂日付）と発表された。馬英九政権の国安会秘書長は高華柱を含め全員が外省人
である。楊進添，金溥聡は退任後，総統府資政（上級顧問）に任命された。
頓挫した憲法改正
　₂₀₁₄年₁₂月，国民党は馬英九路線から離れ，従来野党やひまわり学生運動が唱
えてきた憲法改正に同調した。 ₃月 ₃日と ₄日の与野党協議は憲法改正委員会の
設置（₂₆日発足）と，その構成を各党の議席数に比例させることで合意した。₁₉日
の国民党と民進党の秘書長会談は ₆月の立法院の会期末までに改正案を完成させ，
それを承認する国民投票を総統選挙と同時に実施することで合意した。
　国民党は立法院の行政院長人事承認権を復活し，総統のもとで行政院長が施政
を行う現在の半大統領制を議院内閣制に近づけること，投票年齢の₁₈歳への引き
下げ，司法院，考試院，監察院の規模縮小などを提案した。一方，民進党は投票
権や被選挙権の年齢引き下げ（それぞれ₁₈歳，₂₀歳），考試院と監察院の廃止，憲
法改正の発案要件（現在は立法院で ₄分の ₃が賛成）の緩和を主張したが，議院内
閣制や不在者投票には反対した。議院内閣制は将来の民進党政権の権限を縮小し，
（台湾でいう）「不在者投票」は国民党支持者の多い在中国の駐在員，留学生を含
むためである。そこで，国民党は地元を離れて進学した学生の利便性を口実に
「不在者投票と投票年齢の引き下げは不可分」とした。結局， ₆月の会期末まで
対立が続き，憲法改正は実現しなかった。国民党は₁₂月にも選挙戦でアピールす
るため憲法改正と一部重なる国会改革を主張したが，民進党は応じなかった。
司法院大法官の人事
　司法院大法官（憲法法廷判事）のうち，陳水扁政権時代に任命された最後の ₄人
（林錫堯，池啓明，蔡清遊，李震山）が ₉月に任期満了を控え，次期大法官の任命
が行われた。まず，立法院は ₁月₂₃日に司法院組織法を改正し，経験年数₁₅年以
上の検察官，同₂₅年以上の弁護士をそれぞれ大法官定員の ₃分の ₁以内で任命で
きることとした。 ₂月には総統府内に設置された呉敦義副総統と翁岳生・元司法
院長ら指名推薦グループが各界に推薦を呼び掛けた。法務部は美麗島事件（₁₉₇₉
年の民主化要求デモに対する弾圧）の軍事法廷で軍事検察官を務めた林輝煌法務
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部司法官学院院長を推薦者リストに入れたが，当時の被告であった陳菊高雄市長
ら野党側の強い反発を受けた。
　 ₄月₂₂日，馬英九総統は林輝煌を外して，黄虹霞弁護士，検察官出身の呉陳鐶
法務部政務次長，蔡明誠台湾大学法律学院教授，林俊益士林地方法院院長 の ₄
人を指名し， ₆月₁₂日に立法院で承認された。これで大法官は全員が馬英九総統
の指名した人物になった。ただし，呉陳鐶は₂₀₁₃年に捜査当局による盗聴実施の
条件を厳格化した立法院主導の法改正に反対していたため，野党が反対し，₆₅票
の賛成にとどまった。また，林俊益は₂₀₀₈年 ₄ 月に台北市長特別費（交際費）不正
使用疑惑をめぐる ₃審で，就任間近だった馬英九総統に無罪判決を下した裁判官
のひとりであったため，与党からも造反者が ₁人出て₆₃票にとどまった。
苗栗県の財政危機問題
　 ₇月₁₀日，苗栗県の徐耀昌県長は「隠れ債務を含め，同県の累積債務が₆₄₈億
元に上り，近々資金が底をつく」と毛治国行政院長に訴え，₁₀₀億元の財政支援
を求めた。しかし，行政院は「苗栗県の問題は歳入不足でなく，財政規律にあ
る」と批判したうえで，行政院が地方自治体を財政支援する場合，歳出を管理す
るなどの条件（地方財政規律控管機制）を₁₅日に発表した。苗栗県は当初難色を示
したが，₂₂日に受け入れを表明し，行政院から ₈億元の一般補助金を受け取って，
当初危ぶまれた ₇月分の県職員給与の支払いを乗り切った。なお，財政部によれ
ば，深刻な財政状態にある地方自治体は雲林県などほかに ₅つあるという。
歴史教科書の改訂に対する反対運動
　民主化後，社会科などの教科書は台湾主体の「本土史観」に改められたが，蔣
偉寧教育部長（₂₀₁₄年 ₇ 月辞任）は₂₀₁₂年以降，「中華民国」主体の「大中華史観」
に戻す動きを見せた。₂₀₁₄年 ₁ 月には教育部の審議会が「教育課程綱領」（日本
の「学習指導要領」に相当，以下「綱領」）を「微調整」し，₂₀₁₅年 ₉ 月の実施予
定とした。しかし，実際は大幅な改訂であったことや，審議過程の不透明さが指
摘された。₂₀₁₅年 ₂ 月，台北高等行政法院は「本土派」の市民団体の訴えに応じ，
教育部に議事録の開示を命じた。その結果，教育部は反対派の委員を排除し，賛
成派だけで「綱領」を改定したことが明らかになった。このため，呉思華教育部
長は ₆月 ₁日に「学校の裁量で旧版教科書を採用しても良い」と述べた。
　しかし，学生個人には選択権がないうえ，いずれ旧版教科書が絶版になる可能
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性や旧版教科書の学習者が入試で不利になる可能性もあった。そこで全国各地の
高校生が新「綱領」の撤回を要求し， ₇月 ₅日に主要都市でデモ行進を行った。
その一部は₁₃日に国民及学前教育署台北弁公室，₁₇日晩に教育部の庁舎に突入を
試みた。その後も教育部が撤回を拒否したため，「本土派」市民団体も加勢し，
₂₂日に教育部を包囲した。その一部が₂₃日深夜に庁舎へ侵入したため，呉思華教
育部長は侵入者を刑事告訴すると述べ，対決姿勢を強めた。
　₃₀日，教育部への侵入で逮捕された高校生の一人が自殺し，世論は学生側への
同情を強めた。国民党内でも王金平立法院長が新「綱領」の実施延期を求め，朱
立倫同党主席も「（閉会中の）立法院が臨時会議を開き，議論するべき」と述べた。
しかし，国民党の立法院党団（議員団）幹部は予定どおりの実施を望む馬英九総統
に同調し，実施延期に反対した。与野党協議が行われたが， ₈月 ₄日に「綱領」
の再検討を求める決議を採択するにとどまった。呉思華教育部長は ₃日に学生と
の対話に応じ， ₅日に告訴取り下げに言及したが，新「綱領」の撤回は拒否した。
　台風₁₃号が接近してきたため，学生側は目的を達しないまま解散した。₁₀月₂₁
日には呉思華教育部長の約束も裏切られ，教育部に侵入した学生 ₅人が起訴され
た。とはいえ，その後，新版教科書の採用から旧版の継続使用に方針転換した学
校が増えた。また日本と「中華民国」による統治比較，₁₉₄₅年 ₈ 月の「終戦」を
強調する必要性の有無などの議論が活発化した。そして，「中華民国」「大中華史
観」を信奉する国民党の洪秀柱総統候補に対する世論の反発も強まった。
民進党の蔡英文候補によるマイペースな選挙戦
　民進党では蘇貞昌前党主席，頼清徳台南市長，陳菊高雄市長らが₂₀₁₆年の総統
選挙に出馬しないと表明した。蔡英文・同党主席だけが党内予備選に出馬し， ₄
月₁₅日に民進党中央執行委員会で公認が決定された。国民党の混乱をよそに蔡英
文候補はマイペースな選挙戦を展開した。陳建仁中央研究院副院長への副総統候
補の指名は₁₁月まで引き延ばした。また，中国と国民党が対話の前提とする
「₁₉₉₂年コンセンサス」について，「中国はその中身を『一つの中国』だと主張し
ている」と批判しつつ，中国との関係や「中華民国」体制を「現状維持」すると
いう穏健な主張を示した。しかし，国民党との論争を避けるため，より詳細な対
中国政策の公約は発表しなかった。
　その代わり，社会保障や福祉，教育，公共住宅の拡充を含む格差是正，食品安
全の強化，民族性や文化，性差に関する多様な価値観の尊重などリベラルな社会
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政策を目玉に掲げた。経済面では技術開発の推進，産業高度化のほか，国防産業
の振興と海外展開により，防衛力の強化と雇用創出の一石二鳥を目指した。こう
した各分野の詳細な政策発表会を ₈月から₁₂月の間，ほぼ毎週開催することで，
政策立案能力の向上を示し，「野党気分が抜けない」という陳水扁政権時代の評
価を覆そうとした。
混乱した国民党の総統候補者選び
　一方，国民党では呉敦義副総統，朱立倫・同党主席（新北市長），郝龍斌・同党
副主席（前台北市長）など有力者が出馬を見送り，党内予備選の告示は ₄月₁₅日に
までずれ込んだ。中南部出身の本省人立法委員らは王金平立法院長に出馬を促し，
朱立倫主席もこれを後押しした。しかし，馬英九総統は李登輝元総統に近い王金
平立法院長が公認を獲得すれば，外省人の党員や支持者が離反すると強く反対し
た。このため，王金平院長は ₅月₁₅日に出馬を断念すると表明した。
　公認を得たのは，党内最保守派で，多数派世論への挑戦を厭わない洪秀柱立法
院副院長（女性，外省人）であった。国民党執行部は彼女を排除するため，対立候
補がいない場合でも，民進党の蔡英文候補との一騎打ちを想定した世論調査で
₃₀％以上の支持率を得ることを公認の条件とした。その後，反発した洪秀柱側に
譲歩し，一騎打ち方式と単純に支持を問う方式の平均値を採用した。
　 ₆月₁₄日に国民党が発表した世論調査の結果では，洪秀柱立法院副院長が蔡英
文候補との一騎打ちでも₄₀％台の支持を得た。これは民進党を支持する回答者が
国民党を苦境に追い込もうと，虚偽回答をしたためといわれる。とはいえ，国民
党はこれ以上の混乱を避けるため，洪秀柱への公認を₁₇日の中央常務委員会で内
定し， ₇月₁₉日の全国代表大会で正式決定した。
　洪秀柱候補は心配されたとおり，多数派世論に挑戦を挑んだ。 ₅月以降，中台
関係に関して「一中同表」（一つの中国，中台双方が共通の認識を持つ）を主張し
はじめ， ₇月には「李登輝・元総統のような二国論には反対だ。中国と台湾は国
と国の関係ではない」と断言した。また，教科書改訂にも支持を表明し，「私が
総統になれば，（将来の統一に言及する）中華民国憲法に準拠させる」と述べた。
　世論の反感は彼女だけでなく，国民党全体にも向けられた。同党では立法委員
候補による公認の辞退や親民党への接近もみられた。また，宋楚瑜親民党主席が
₈月 ₆日に総統選挙への出馬を表明し，一時は洪秀柱候補を上回る人気を得た。
₉月には，国民党内の本省人政治家が「台湾国民党連線」という政治団体を登記
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することで離党を示唆し，党執行部に洪秀柱の公認を取り消すよう迫りはじめた。
　朱立倫主席は当初，自発的に公認を辞退するよう洪秀柱候補に求めた。しかし，
洪秀柱候補はこれを拒否したうえ，₁₀月 ₂ 日に「中華民国憲法は統一を最終目標
に掲げている」と再び世論を挑発した。このため，反王金平の立場から洪秀柱候
補を擁護していた馬英九総統も公認の取り消しに同意した。国民党は₁₇日の臨時
全国党代表大会において，公認総統候補を洪秀柱から朱立倫主席へ交代させた。
　朱立倫候補は中国との関係維持を掲げつつ，内政面で民進党のリベラル路線に
追随し，追い上げをねらった。副総統候補には人権派弁護士の王如玄・元労工委
員会主任委員（女性）を指名したが，野党やメディアは彼女が「軍宅」（政府が軍
人に格安で分譲したマンション）の転売で多額の利益を得ていると暴露した。王
如玄候補は当初，疑惑を否定したが，後に事実を認め，利益を寄付すると表明し
た。しかし，国民党の支持基盤である外省人や退役軍人の反感は免れなかった。
経 済
マクロ経済の概況
　₂₀₁₅年の実質経済成長率は₀.₇₅％であり，₂₀₁₄年の₃.₉₂％から ₃ポイント以上
下回ることとなった。四半期ごとの成長率をみると，第 ₁四半期₄.₀₄％，第 ₂四
半期₀.₅₇％，第 ₃四半期マイナス₀.₈₀％，第 ₄四半期マイナス₀.₅₂％であり，台
湾経済は第 ₂四半期以降景気減速の状況になった。その背景には，民間消費が前
年の₃.₃₃％から₂.₂₈％，資本形成が前年の₄.₁₃％から₁.₁₉％，輸出が前年の₅.₉₁％
からマイナス₀.₂₁％にそれぞれ前年よりも大きく後退したことが挙げられる。と
くに，輸出は中国の景気減速の影響をまともに受け，輸出が停滞したことが経済
成長の足かせとなった。
　この状況は財貿易についてみると，より鮮明になる。₂₀₁₅年の輸出は₂₈₅₄億ド
ル，輸入は₂₃₇₅億ドルであり，前年よりそれぞれ₁₀.₈％，₁₅.₇％の大幅な減少と
なった。相手先上位 ₃国・地域は，輸出では中国，香港，アメリカ，輸入では中
国，日本，アメリカであった。中国との貿易は輸出が前年比₁₃.₄％減の₇₃₄億ドル，
輸入が同₈.₀％減の₄₅₃億ドルであった。とくに中国への輸出が前年より₁₀₀億ド
ル以上減少したのは初めてであり，馬英九政権のもとで中国への貿易依存を深め
たことがかえって台湾経済に悪影響を与える結果となった。貿易総額に占める中
国の割合は前年₂₂.₃％から₂₁.₆％となり，わずかであるが減少した。
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　₂₀₁₅年の中国を除く対外直接投資は，承認ベースで₄₆₂件，₁₀₇億₄₅₂₀万ドルで
あり，前年より件数で₃₁件減少した一方，金額では₃₄億₅₁₅₁万ドル増加した。投
資金額は初めて₁₀₀億ドルを超え，過去最高となった。一方，対中直接投資は承
認ベースで₄₂₇件，₁₀₉億₆₅₄₉万ドルであり，前年より件数で₇₀件減少した一方で，
金額では ₆億₈₈₉₂万ドル増加した。中国への投資のうち，製造業が件数，金額と
も前年より減少した一方，金融保険業の投資金額は前年より₁₁億ドル以上増加し
た。
　消費者物価の上昇率はマイナス₀.₃₁％であり，₂₀₀₉年以来のマイナスとなった。
このうち，商品類はマイナス₁.₉₉％，サービス類は₀.₉₆％であった。食品を含ま
ない商品類の物価上昇率がマイナス₁.₅₅％であったことが全体の消費者物価をマ
イナスに押し下げた要因である。なお，失業率は₃.₇₈％であり，前年に引き続き
₄％を下回ることとなった。
日本産食品の輸入規制
　衛生福利部食品薬物管理署（Taiwan Food and Drug Administration: TFDA）は東日
本大震災直後の₂₀₁₁年 ₃ 月₁₄日に発生した原子力発電所の事故を受け，福島，群
馬，茨城，栃木，千葉の ₅県を放射能危険地域として指定し，これらの県で生産，
加工された食品の輸入規制を実施してきた。また，TFDA は₂₀₁₄年₁₀月に日本産
の野菜・果物などの食品および食品加工品を通関させる際に，日本政府発行の産
地証明書と放射性物質検査報告書の提出を義務づけると予告した。さらに，一部
の立法委員および消費者団体の要望を受け入れて，衛生福利部は₁₀月₂₉日から₆₀
日間にわたって全都道府県の産品に原産地証明を義務づけることについてのパブ
リックコメントを実施した。
　こうした状況下で，TFDA は₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日に ₅県で製造された加工食品₂₈₃
品目が地場輸入業者によって輸入され，百貨店などで販売されていたことを公表，
販売業者に対してこれら食品の販売中止，撤去を命じた。また翌日には新たに₁₁
品目の ₅県産加工食品が輸入されていたことが発覚し，最終的に₃₇₉品目に増加
した。TFDA は ₃月₃₀日，日本からの食品に対する検査率を ₅％から全品検査に
変更する方針を示した。また，輸入業者に対しては，生産地の識別をより簡単に
わかるようにするため，中国語に翻訳された商品ラベルの生産地欄には都道府県
名の記載を義務づけることとした。
　TFDA がこのような強気の姿勢を見せたのは，台湾では近年毎年のように「食
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の安全」に関する問題が発生していたことが挙げられる（たとえば，『アジア動向
年報 ₂₀₁₅』）。しかし，TFDA の対応に関しては，一部の与野党立法委員から批
判も起きた。これは，₂₀₁₁年 ₃ 月以降に日本から輸入された食品の検査を実施し
たがすべて合格しており，また₉₉.₆₇％の食品では放射能が検出されなかったほか，
さらに今回回収された製品からも基準を上回る放射能は検出されなかったためで
あった。
　 ₄月₁₆日には，すべての食品に対して生産・製造された都道府県を明記した原
産地証明書の添付を義務づけたうえで，特定の都道府県で生産，加工された一部
品目（水産物，茶，乳幼児用食品，乳製品，キャンディー，ビスケットおよび穀
類加工品）に対して放射性物質検査証明書の添付も義務づける措置を ₅月₁₅日か
ら実施すると TFDA が公告した。放射性物質検査証明書の添付を義務づけた品
目については，水産物と茶は放射性物質の残留率が高いこと，それ以外の品目は
子どもが口にする機会が多いことが理由とされた。しかし，その対象地域に指定
されたのは水産物が宮城，岩手，東京，愛媛，茶が東京，静岡，愛知，大阪，乳
幼児用食品などが宮城，埼玉，東京であった。指定された都道府県は，必ずしも
放射能危険地域に指定された ₅県周辺ではなく，どのような基準で選定したのか
という疑念を持たせるものであった。さらに，これらの証明書は日本政府，日本
政府が認定した機関，TFDA が認定した機関が発行するものに限定すると公告し
た。
　台湾側のこうした動きに対し，日本では反発が起きた。台湾の窓口機関である
（公財）交流協会などは「科学的根拠に基づいて措置を取るべき」との立場を明ら
かにし，与党自民党では WTO 提訴の声が上がった。 ₄月₂₉日に来訪した岸信夫
衆議院議員ら自民党議員団や₃₀日に来訪した野田佳彦前首相ら民主党議員団は馬
英九総統との会談でそれぞれ輸入制限の解除を訴えた。また，日本政府も ₅月₁₃
日に林芳正農相（当時）が規制強化の撤回申し入れと WTO 提訴を含めて検討する
と記者会見で発言した。翌₁₄日には菅官房長官も記者会見できわめて遺憾と発言
するとともに，日本産食品の安全性を説明していくと発言した。
　しかし，馬総統は ₅月₁₈日に「偽装は科学でなく，法律の問題だ」と日本側に
反論した。規制強化の前日である ₅月₁₄日に，馬総統は「規制緩和は偽装問題の
解決後になる」と発言し，偽装ラベル問題にある程度の見通しがつけば規制緩和
の実施を示唆した。
　 ₆月以降，新北地方法院検察署（地検）は輸入商社の管理職など計 ₇人を業務上
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不実記載などで起訴した。 ₈日には，TFDA が₂₄社に対して₃₈₁件の違反を認定
し，₁₅₃₉万元の過料を科す行政処分を公表した。ただ，₁₃日には，監察院が今回
の問題は TFDA の作業自体にも問題があり，日本産食品の規制における一連の
対応にも不手際があったとして，TFDA に対して改善を求めた。
　夏以降，台湾側では危険地域として指定している ₅県で製造，加工された食品
の条件付き輸入解禁などの報道が幾度とあったが，結局₂₀₁₅年中には ₅県産食品
の輸入が解禁されることはなく，証明書などの添付も続けて行われた。
台湾高鉄の財務問題
　台湾高速鉄道（以下，台湾高鉄）は₂₀₀₇年 ₁ 月の開業以来，何度か財務問題が噴
出し，破綻の危機を迎えた。これは台湾高鉄の財務諸表からも明らかである。た
とえば，₂₀₁₄年末の総資産₅₀₁₇億元のうち，負債は₉₀％以上の₄₅₆₇億円を占めて
いた。そのため，交通部は台湾高鉄の破産回避のための委員会（以下，委員会）を
設置し，この委員会は₂₀₁₄年₁₀月₂₄日および₁₁月 ₇ 日に財務改善計画を策定した。
しかしながら，与野党はこの内容に反発し， ₁月 ₇日の立法院交通委員会におい
て全会一致でこの計画を否決した。この否決の責任を取る形で，葉匡時交通部長
と范志強台湾高鉄董事長は辞任した。
　この否決を受ける形で， ₃月₃₁日に交通部内の委員会は当初の財務改善計画を
修正した「全民認股方案」を策定した。また，交通部はこれを受けて ₂つの選択
肢を提示する「高鉄財務解決計画」を策定した。立法院交通委員会は ₅月₂₁日に
同計画の報告を受けて， ₁案に絞り，立法院会（本会議）は ₆月 ₅日にこれを承認
した。その内容は，事業権の有効期間を当初の₃₅年から₇₀年に変更，普通株の
₆₀％（₃₉₀億₈₀₀₀万元）を減資したうえで，政府主導で₃₀₀億元を新たに増資し，発
行済みの特別株₄₀₂億元を一括償却するなどであった。その結果，台湾高鉄の発
行済み株式の₄₅.₃％を政府系ファンドや機構が握ることになった。
　台湾高鉄の董事会（取締役会）は ₃月₂₅日にこの内容を承認した。台湾高鉄と交
通部は ₇月₂₇日に上記内容を改訂した契約書に調印， ₈月 ₃日には台湾銀行を含
んだ ₃者間の契約書に調印した。 ₉月₁₀日に開催された臨時株主総会でも上記内
容を承認し，₁₀月₃₀日には減資の変更手続きが完了するとともに事業権の延長が
行われ，₁₁月₂₆日に増資が完了した。
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対 外 関 係
アメリカとの関係
　 ₁月 ₁日に台湾の駐米代表処は「双橡園」（Twin Oaks Estate）と呼ばれる駐米
代表公邸で中華民国国旗を掲揚し，駐在武官への叙勲式を行って，その写真を公
開し，対米外交の成果として喧伝した。しかし，中国外交部だけでなく，アメリ
カ国務省も「双方の了解に背く」と台湾側を批判した。
　とはいえ，アメリカは南シナ海における中国の行動を牽制するため，台湾との
軍事協力の強化を図った。とくに注目されたのが，F/A-₁₈C 戦闘機の飛来である。
₄月 ₁日，嘉手納空軍基地を飛び立ったアメリカ海兵隊の F/A-₁₈C 戦闘機 ₁機
がバシー海峡上空で計器故障を起こし，僚機とともに計 ₂機で台湾の台南空軍基
地に緊急着陸した。翌 ₂日にはアメリカ空軍の C-₁₃₀輸送機が部品と整備要員を
届け，同日中に F/A-₁₈C 戦闘機 ₂機とともに嘉手納へ戻った。アメリカ軍機の
飛来は₂₀₀₉年以来である。今回の事態に対して，中国は不満を表明し，台湾とア
メリカは「緊急措置」と釈明したが，台湾の与野党の政治家や識者の多くは「米
台関係の緊密さが証明された」と歓迎した。
　 ₅月には台湾の海軍陸戦隊幹部がアメリカ太平洋軍主催の各国の水陸両用部隊
指揮官による会合（₁₇～₁₉日）に参加し，ハワイで行われたアメリカ太平洋軍司令
官の交代式（₂₇日）にも台湾の李喜明海軍司令が招待された。 ₆月 ₂日にはアメリ
カ太平洋陸軍第₂₅歩兵師団傘下の戦闘航空旅団と台湾陸軍航空特戦指揮部第₆₀₁
旅団が姉妹関係を結んだことが明らかにされた。そして，₁₂月₁₆日にはアメリカ
国防総省が ₄年ぶりに台湾への武器売却を決定した。その総額は₁₈億ドル，内訳
はペリー級ミサイルフリゲート ₂隻，AAV- ₇ 水陸両用戦闘車₃₆輌，近接防御火
器システムなどの艦船用装備や地対空，地対地携帯ミサイルなどの追加供与にと
どまった。台湾の与野党はこれを基本的に歓迎したが，新規に売却される武器や
国産潜水艦建造への支援策がなかったため，不十分とする見方もある。
南シナ海問題
　 ₅月₁₆日，台湾の外交部は「南海和平倡議」（南シナ海平和イニシアティブ）を
発表し，各国に国連海洋法条約の順守と紛争の平和的解決を呼び掛けた。これは
₂₀₁₂年に馬英九総統が提唱した「東海和平倡議」（東シナ海平和イニシアティブ）
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の南シナ海版であるが，今回は馬英九総統の言葉とされなかった。
　台湾，とくに国民党政権は南シナ海全体に対する主権を主張してきた。中国も
類似の主張をしているが，いずれも台湾へ移転する前の中華民国政府の方針を受
け継いでいる。また，馬英九総統は「わが国が主権を唱えた当時に存在しなかっ
た国連海洋法条約の遡及適用は不適切である」と主張してきた。
　しかし，アメリカの元政府高官を含む識者からは「台湾の主張は中国の言動を
正当化しかねない」と懸念も示されてきた。今回のイニシアティブの発表にはこ
うした懸念に応えて，挑発行動を繰り返す中国と一線を画す姿勢を見せるねらい
があったと思われる。アメリカ国務省は今回の発表直後に歓迎の意を表明した。
　ただし，馬英九政権はフィリピンが南シナ海問題について中国を常設仲裁裁判
所（PCA）に訴えたことを警戒している。国連海洋法条約は締約国以外の「政治実
体」にも同条約に基づく訴訟への参加を認めており，台湾の外交部は訴訟事案の
関係者として仲裁の傍聴を PCA に申請したが，却下された。₁₀月₂₉日に PCA が
訴訟の受理を決定すると，台湾の外交部（₃₁日）と行政院（₁₁月 ₃ 日）は台湾を排除
した仲裁の実施や，「台湾が実効支配する太平島は島でなく，岩礁」としたフィ
リピンの弁論を非難した。馬英九総統は太平島を視察し，台湾の立場を誇示する
意向であったが，アメリカによる自粛の要請を受けて，年内は陳威仁内政部長や
王崇儀海岸巡防署長（沿岸警備隊長官）を同島に派遣する（₁₂月₁₂日）にとどめた。
中国による台湾海峡での新航空路設置
　 ₁月₁₂日，中国は台湾海峡上に新航空路を設置し， ₃月 ₅日より運用すると発
表した。しかし，新航空路は台湾側の台北飛行情報区を通り，台湾本島と金門や
馬祖を結ぶ台湾の国内航空路とも近接，交差する。とくに M₅₀₃航空路は台湾の
防空識別圏である台湾海峡中間線から最短₄.₂マイルで並行する。また中国の ₃
都市から M₅₀₃へ接続する航空路（W₁₂₁，W₁₂₂，W₁₂₃）を飛ぶ民間機と中国軍機
の区別も難しい。台湾の交通部民用航空局は中国側の新航路設置を非難し，軍報
道官も「接近する不明機は迎撃し，追い払う」と警告した。立法院も₁₆日に政府
に中国側への抗議を求める与野党共同声明を採択した。中国側は航空当局間の協
議に応じたが，中国側の航空路の過密状態に理解を求めるにとどまった。
　 ₂月 ₄日に発生した台北松山発，金門行き復興航空（トランスアジア航空）₂₃₅
便墜落事故で中国人搭乗客₂₈人が死亡した。当初，同事故の処理を優先し， ₇日
の予定であった中国の張志軍国務院台湾事務弁公室（国台弁）主任の金門島訪問や
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王郁琦大陸委員会主任委員との会談が延期されたと発表された。しかし，王郁琦
主任委員の辞任後の₂₅日，夏立言大陸委員会主任委員は新航空路問題が会談延期
の理由であったと認め，₂₆日には曽大仁交通部政務次長が「M₅₀₃航空路の供用
が強行されるなら，必要に応じて空軍に迎撃を要請する」と述べた。
　結局，中国側は ₃月 ₂日に M₅₀₃航空路を ₆マイル移動し，台湾海峡中間線か
ら₁₀.₂マイル離したうえで，国内便に供用しないこと，沿岸都市から M₅₀₃へ接
続する ₃航空路の事実上撤回など譲歩案を示した。台湾側もこれを受け入れ，中
国は ₃月₂₉日から M₅₀₃を香港・マカオ便を含む国際便に供用した。ただし，台
湾国内では民進党など野党が中国との合意を批判した。
アジアインフラ投資銀行への参加問題
　台湾政府は AIIB 設立の動きに関心を持っていたが，当初は加盟を急いでいな
かった。毛治国行政院長も ₃月₂₀日に「中国から招待されれば，検討する」と立
法院で答弁していた。ところが，馬英九総統は₂₄日，中国海南島でのボアオ・ア
ジア・フォーラムに参加する蕭萬長・前副総統に AIIB 加盟の意思を中国側へ伝
えるよう依頼し，アメリカにもその旨を通知した。蕭萬長・前副総統は両岸共同
市場基金会栄誉董事長（名誉理事長）として₂₈日に海南島を訪問し，中国の習近平
国家主席との会談（蕭習会談）で AIIB 加盟の希望を伝えた。馬英九総統は₃₀日に
国家安全ハイレベル会議を招集し，「中華台北」（Chinese Taipei）名義での AIIB 加
盟申請を決定，₃₁日に加盟意向書を中国の国台弁に送付した。この急展開の背景
には加盟を希望する先進国が相次いだことがある。馬英九総統は ₃月末に迫った
創設メンバー入りの期限までに申請すれば，AIIB 設立協定の交渉に参加し，他
国と対等な地位を獲得できると考えた。
　中国の馬曉光国台弁報道官は ₄月 ₁日に「適切な名義での参加を歓迎する」と
述べたが， AIIB 事務局は₁₃日に「設立協定の制定時に考慮する」と台湾の創設メ
ンバー入りを否定した。馬英九総統も ₄月 ₁日時点で創設メンバー入りの見通し
が薄いと認めたが，「加盟を諦めない」と述べた。中国の朱光耀財政部副部長は
₁₉日に「『経済実体』として加盟できる」と述べ， ₆月₂₉日に公表された AIIB
設立協定案はアジア開発銀行のメンバ （ー第 ₃条 ₂項）と香港など従属領域（同 ₃
項）に異なる加盟資格を示した。しかし，台湾の扱いは定まらず，手続きも進ま
なかった。毛治国行政院長は ₄月₂₇日，「名義を『中国台北』に変更され，香港
と同様に扱われるなら，加盟しない」と立法院で答弁し，財政部や大陸委員会も
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第 ₃条 ₂項による加盟を主張した。しかし，野党や与党の王金平立法院長は馬英
九政権にも不信感を示し，安易な妥協を避けるよう求めた。
シンガポールのリー・クアンユー元首相死去に伴う弔問外交
　 ₃月₂₄日，馬英九総統は₂₃日に死去したシンガポールのリー・クアンユー元首
相の「遺族による追悼行事」に参加するため，同国を日帰りで訪問した。ただし，
シンガポール側は馬英九総統の職名を隠さず，元首相の遺体を安置した同国大統
領府に招き入れた。「遺族」であるリー・シェンロン首相は馬英九総統と会談し，
中台首脳会談の実現に協力する意向を確認したといわれる（後述）。
　₂₉日の国葬には「故人の友人」として副総統経験者の連戦と蕭萬長，行政院長
経験者の郝柏村と蘇貞昌が招待された。蘇貞昌はシンガポール軍の訓練の受け入
れ先である屏東県の元県長で，民進党内では珍しく，リー元首相と交友があった。
　中国側は「リー元首相は『一つの中国』原則を遵守してくれた。今後も同国が
同原則を遵守すると信じる」とコメントし，今回の弔問外交を容認した。
　なお，台湾ではリー元首相の業績に対する賞賛のほか，独裁的な政治手法への
批判や李登輝・元総統や民進党の「独立路線」を批判したことへの反発もある。
当の李登輝・元総統は追悼の電報を送ったと明かしたうえで，「リー元首相の
『アジア的価値』は中国皇帝の家父長主義に似ている」と評した。
中国側との公式会談
　 ₅月₂₃日，中国の張志軍国台弁主任が台湾側の金門島に来訪し，夏立言大陸委
員会主任委員との公式会談（第 ₃回両岸事務首長会議）を行った。会談では台湾側
が中国による M₅₀₃航空路の設置や，台湾を「中国国内」として扱う国家安全法
の制定を批判したものの，次回「両岸ハイレベル会談」の早期開催や関係進展の
継続が確認された。また，中国から金門島への飲料水の輸入，密漁や砂利の違法
採掘，そのほかの越境犯罪について協議した。
　 ₈月には海峡交流基金会（台湾側の窓口機関）の林中森董事長（理事長）が中国の
福建省福州市を訪問し（₂₅～₂₆日），中国側の窓口機関，海峡関係協会の陳徳銘会
長との「第₁₁回両岸ハイレベル会談」において二重課税防止協定，航空飛行安全
および航空基準協力協定を締結した（₂₅日）。なお，懸案の物品貿易協定の締結や
駐在機関の相互設置の合意には至らなかった。
　₁₀月には夏立言大陸委員会主任委員が中国の広東省を訪問し（₁₃～₁₅日），張志
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軍国台弁主任との公式会談（第 ₄回両岸事務首長会議）を行った（₁₄日）。台湾側は
中国側の発行する「台湾居民来往大陸通行証」の IC カード化について，台湾世
論には「事実上の住民登録証として機能し，台湾人を中国人として扱う第一歩に
なる」と懸念されていると伝えた。また，中国人旅行客が台湾の空港で第三国に
向かう航空便への乗り換えを行うこと（陸客来台中転）の解禁を求めたが，中国側
は「検討する」との回答にとどまったとのみ発表された。しかし，実際は₁₄日夜
に秘密会談が急遽行われ，中国側は第三国における中台首脳会談の早期開催を強
く要望し，台湾側によるシンガポールでの開催案にも前向きな姿勢を示した。中
国側は後日，旧指導部を含む要人への根回しを済ませたうえで，正式な受諾の意
向を台湾側に伝えたという。
初の中台首脳会談
　₁₁月 ₇ 日，馬英九総統はシンガポールを訪問し，同国を訪問中の中国の習近平
国家主席と初の「首脳会談」を行った。ただし，正式には「両岸領導人会面」
（両岸指導者会合）とされ，両首脳は互いの肩書を用いず，「さん」づけで呼び
合った。会談自体も「₁₉₉₂年コンセンサス」など従来の経緯を確認するにとど
まった。後日，馬英九総統は「首脳会談は中国側が₂₀₁₃年に提案し，今回の実現
も中国側の強い要望があった」と明らかにした。
　唯一の成果は双方の関係事務閣僚間における「両岸ホットライン」設置の合意
である。₁₂月₃₀日には夏立言大陸委員会主任委員と張志軍国台弁主任が電話会談
を行い，首脳会談の成果をアピールした。しかし，₂₀₁₆年 ₁ 月の総統選挙直後は
中国側に繋がらなかったと報じられ，実際は「ホットライン」が事務レベルの事
前調整を必要とすることが明らかになった。なお，中国側は₂₀₁₆年 ₁ 月 ₅ 日に中
国人旅行客が台湾で第三国行き航空便に乗り換えることを解禁すると発表し，こ
れも「首脳会談の成果である」と喧伝した。
日本との関係
　 ₁月₁₄日に日台漁業者会合が開催され，漁業協定で台湾側に開放された日本の
排他的水域での操業規則の見直しが議論された。日本側は操業する船の間隔を ₄
カイリに広げる案を主張したが，台湾側は拒否した。 ₃月の日台漁業委員会第 ₄
回会合（ ₆， ₇日）でも全海域での日本側規則の適用は実現せず，どちらか一方の
規則を適用する海域の設定や昼夜で双方が操業を交代する海域の拡大にとどまっ
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た。
　 ₄月には台湾側の日本産食品に対する輸入規制の強化に日本側が反発した（詳
細は「経済」を参照）。台湾側では王金平立法院長が ₄月の訪日時に，千葉県の
食品検査施設を視察して「科学的根拠が輸入解禁の根拠になる」と日本側の取り
組みに理解を示した（ ₈日）一方，馬英九総統が規制の撤回を拒んだ。
　台湾の外交部，総統府は ₈月の台湾にも言及した安倍首相の戦後₇₀年談話や，
₉月の集団的自衛権に関する安保法案成立を歓迎するなど，未来志向の対日姿勢
を見せた。ただし，慰安婦問題は例外である。馬英九総統は ₅月に元慰安婦と面
会し，安倍談話発表後には「慰安婦への言及がない」と不満を示した。また， ₆
月に慰安婦記念館の建設に言及したが，₁₀月には建設予定の国家軍事博物館で関
連する展示を行うとも発言した。₁₂月の慰安婦問題に関する日韓合意は台湾側を
驚かせた。沈斯淳駐日代表は情報を把握しておらず，帰国休暇中であった。₂₉日，
馬英九総統や林永楽外交部長は台湾の元慰安婦にも謝罪と賠償を要求し，沈斯淳
駐日代表は₃₀日に休暇を切り上げ日本に戻った。
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　このほか，日本政府は ₄月₂₉日に許水徳・元亜東関係協会会長，江丙坤台日商
務交流協進会理事長（東京スター銀行会長，前海峡交流基金会董事長）ら ₃人，₁₁
月 ₃ 日に彭栄次・前亜東関係協会会長ら ₄人，合計 ₇人への叙勲を発表した。と
くに許水徳氏は台湾人として初めての旭日大綬章を受勲した。また，₁₁月₂₅日と
₂₆日には東京で第₄₀回日台貿易経済会議が開催され，交流協会の大橋光夫会長と
亜東関係協会の李嘉進会長が二重課税や脱税の防止に関する「日台民間租税取決
め」「日台競争法了解覚書」「日台防災実務協力覚書」の ₃つに署名した。
2016年の課題
　 ₁月₁₆日の総統選挙では民進党の蔡英文候補が圧勝し，同日の立法委員選挙で
も民進党が初めて過半数議席を獲得した。 ₂月 ₁日には蔡英文新総統の元側近で
ある蘇嘉全が立法院長に選出され，国会審議の透明化に取り組むと表明した。蔡
英文新総統は ₅月₂₀日に就任予定である。一方，朱立倫国民党主席と毛治国行政
院長は選挙直後に辞意を表明した。新行政院長には張善政行政院副院長が就任し
た（ ₂月 ₁日）。 ₃月には国民党主席選挙が行われ，当初の総統候補であった洪秀
柱・前立法院副院長が外省人党員の支持を集めて，当選した。
　経済では，行政院主計総処が ₂月₁₇ 日，₂₀₁₆年の実質成長率を₁.₄₇％，消費者
物価指数の上昇率を₀.₆₉％とする予測を公表した。この予測では財輸出が前年の
影響を引き続き受けて，マイナス₂.₇₈％になることが低成長の要因とされている。
ただし，固定資産投資は前年の₁.₅₂％から₂.₅₇％に改善し，とくに政府投資は景
気刺激策の実施により前年のマイナス₄.₂₈％から₆.₃₄％へ大幅に改善すると予測
している。政権交代後の経済政策がどのようなものになるか，注目すべきであろ
う。
　対外関係では蔡英文・新政権の発足後，中国との関係に変化が生じる可能性が
ある。蔡英文・新総統は日本やアメリカ，ASEAN 諸国との連携を重視し，環太
平洋パートナーシップ（TPP）加盟を目指す一方，中国の影響力が強い東アジア地
域包括的経済連携（RCEP）には距離を置く。しかし，TPP 参加国であるアメリカ
は従来から台湾に農産品の輸入自由化や安全規制の緩和を求めてきた。食品の安
全に敏感な国内世論をどう説得するのか，蔡英文・新総統の手腕が試されるだろ
う。
（竹内：地域研究センター）
（池上：在台北海外調査員）
197
1 月 1 日 ▼駐米代表公邸，中華民国国旗を掲
揚。米台断交後初めて。
5 日 ▼法務部矯正署，陳水扁・前総統の釈
放を決定。
7 日 ▼ 立法院，台湾高速鉄路社の BOT 条
件見直しに関する交通部の提案を否決。葉匡
時交通部長，辞意表明（₁₃日，退任）。₂₄日，
陳建宇・同部政務次長が同部長に昇格。
12日 ▼中国，台湾海峡中間線付近に M₅₀₃
など新航空路を設置すると発表。台湾側，抗
議。
14日 ▼日台漁業取り決めに基づく操業ルー
ルを議論する漁業者会議，開催（～₁₅日）。物
別れに終わる。
17日 ▼国民党主席選挙で，朱立倫新北市長
が当選（₁₉日，就任）。
21日 ▼朱立倫国民党主席，同党中央常務委
員会にて王金平立法院長の党籍剥奪処分に関
する訴訟（以下，王金平党籍訴訟）を放棄する
と表明。
24日 ▼李四川行政院秘書長，国民党秘書長
就任のため辞任。後任には簡太郎・前政務委
員が就任。
27日 ▼総統府，厳明国防部長が一身上の理
由で辞任し，高廣圻参謀総長が後任に就任す
ると発表。
29日 ▼管中閔国家発展委員会主任委員，辞
意表明。 ₂月 ₄日退任。以降，杜紫軍政務委
員が同職を兼任。
▼第 ₇ 回両岸経済協力会議，台北で開催。
▼中央銀行，日本円の即時グロス決済開始。
2 月 4 日 ▼ 金門行き復興航空₂₃₅便，台北松
山空港を離陸直後に墜落。₄₃人が死亡。₂₀₁₄
年の澎湖島での墜落事故と同一会社，同型機。
10日 ▼台北地検，張顯耀・前大陸委員会副
主任委員の秘密漏洩容疑を不起訴処分に。王
郁琦大陸委員会主任，これに不満を表明し，
辞意表明（₁₆日，退任）。後任には夏立言国防
部軍政副部長が就任。
▼台北地方法院検察署，2014年 ₃ 月の立法
院占拠に関わった学生ら延べ₁₁₉人を起訴。
11日 ▼ 高雄監獄（刑務所）で竹聯幇（外省人
系暴力団）元幹部ら受刑者 ₆人が刑務所長ら
を人質に取り，立てこもる。₁₂日に受刑者 ₆
人が自殺。
12日 ▼楊進添総統府秘書長と金溥聡国家安
全会議秘書長，退任。楊進添の後任には曽永
権・前国民党秘書長，金溥聡の後任に高華柱。
元国防部長が就任。
▼台北高等行政法院，教育部による高校社
会科要綱の「微調整」につき審議過程の公開
を命じる ₁審判決を下す。
14日 ▼蔡英文民進党主席，総統選挙への出
馬を表明。
20日 ▼蔡正元立法委員に対する罷免の是非
を問う投票，実施。賛成が₉₇％を占めたが，
投票率が低迷し，罷免は成立せず。
25日 ▼国民党，王金平党籍訴訟の放棄を正
式決定。馬英九総統，これを非難する声明を
発表。
28日 ▼ ₂₂₈事件記念式典で，同事件遺族で
もある柯文哲台北市長が馬英九総統との握手
を拒否，後に「手が汚れていたため」と釈明。
3 月 2 日 ▼ 中国，台湾海峡上の新航空路
M₅₀₃を中国側へ ₆㍄移すことに同意。
6 日 ▼日台漁業委員会第 ₄回会合（～ ₇日），
日台漁業協定に関する操業ルールの暫定改正
で合意（ ₇日）。
24日 ▼馬英九総統，シンガポールのリー・
クアンユー元首相を追悼するため同国を訪問。
リー・シェンロン首相と会見，同日夜に帰国。
▼衛生福利部食品薬物管理署，日本産食品
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に産地偽装が見つかったと発表。
25日 ▼最高法院，王金平党籍訴訟の国民党
側控訴を棄却し，王金平側の勝訴が確定。
28日 ▼蕭萬長・前副総統，両岸共同市場基
金会栄誉董事長（名誉理事長）の名義でボア
オ・アジア・フォーラム参加のため訪中。中
国の習近平国家主席と会見し，台湾のアジア
インフラ投資銀行（AIIB）への参加希望を表
明。
29日 ▼ 中国，新航空路のうち M₅₀₃のみ供
用を開始。
▼連戦・元副総統，蕭萬長・前副総統，郝
柏村，蘇貞昌・元行政院長，シンガポールで
リー・クアンユー元首相の国葬に参列。
30日 ▼馬英九総統，国家安全ハイレベル会
議を招集，AIIB 加盟を申請すると決定。₃₁
日に加盟意向書を中国側に送付。
4 月 1 日 ▼ アメリカ海兵隊の F/A-₁₈C 戦闘
機，計器異常のため台南空軍基地に緊急着陸。
6 日 ▼王金平立法院長ら与野党立法委員団，
訪日（～ ₉日）。日本の与野党要人と面会のほ
か，千葉県の食品検査施設を視察。
15日 ▼民進党，蔡英文同党主席を₂₀₁₆年選
挙での総統候補に公認。
21日 ▼ 那覇港管理組合，台湾港務公司と
MOU 締結。
22日 ▼馬英九総統， ₉月に任期満了となる
大法官 ₄人の後任を指名。
29日 ▼岸信夫・元外務副大臣ら自民党議員
団，来訪。₃₀日には野田佳彦前総理ら民主党
議員団，来訪。それぞれ，馬英九総統，王金
平立法院長，蔡英文民進党主席らと会見。
▼日本政府，許水徳・元亜東関係協会会長
（元駐日代表），江丙坤・前海峡交流基金会理
事長ら台湾人 ₃人を叙勲。
5 月 2 日 ▼朱立倫国民党主席，訪中（～ ₅日）。
両岸経済貿易文化フォーラムに出席（ ₃日），
習近平中国共産党総書記と会談。
8 日 ▼台北市廉政透明委員会，馬英九総統
（当時の市長）と李術徳元財政部長（元台北市
財政局長）が台北ドーム（台北文化体育園区）
の工事発注で遠雄集団に便宜を図ったとの報
告書を発表。
10日 ▼レイモンド・バッガード米国在台湾
協会（AIT）理事長，来訪（～₁₅日）。馬英九総
統と会見（₁₁日）。
15日 ▼王金平立法院長，総統選挙への出馬
を断念したとの声明を発表。
16日 ▼ 外交部，「南シナ海平和イニシア
ティブ」を提唱。
23日 ▼中国の張志軍国務院台湾事務弁公室
（国台弁主任），金門島に来訪。夏立言大陸委
員会主任委員と会談（第 ₃回両岸事務首長会
議）。
26日 ▼中国信託金融ホールディングス，中
国の中信銀行から₃.₈％の出資受け入れを発
表。また，傘下の中国信託商業銀行，中信銀
行傘下の中信銀行国際の全株式を取得，完全
子会社化へ。
29日 ▼ 蔡英文民進党主席，訪米（～ ₆月 ₉
日）。
31日 ▼チャールズ・リブキン経済商務担当
米国務次官補，来訪（～ ₆月 ₃日）。馬英九総
統と会談（ ₆月 ₁日）。
6 月 3 日 ▼馬英九総統，クリストファー・マ
ルート AIT 台北事務所長を叙勲。
▼アメリカ商務省，台湾製めっき鋼のダン
ピング調査実施を明らかに。
12日 ▼立法院， ₄人の大法官人事案を承認。
14日 ▼洪秀柱立法院副院長，国民党₂₀₁₅年
総統選挙初選を通過。₁₇日，国民党中央常務
委員会が正式に公認を決定。
22日 ▼ミャンマー政府，駐台北貿易弁事処
を開設。
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27日 ▼ 新北市の八仙水上楽園（プールなど
のレジャー施設）で粉じん爆発事故。₅₀₀人が
死傷。
30日 ▼ 中国，AIIB の設立協定と創設メン
バーを公表。台湾は創設メンバー入りできず。
7 月 1 日 ▼戦闘機の抗日戦勝記念塗装の問題
が報じられる。
10日 ▼苗栗県の徐耀昌県長，財政危機のた
め行政院に支援を要請。
11日 ▼馬英九総統，アメリカ，ドミニカ，
ハイチ，ニカラグアを訪問（～₁₈日）。
13日 ▼教科書改訂に反対する学生グループ，
教育部国民及学前教育署台北弁公室への侵入
を試みる。
15日 ▼ 行政院，「地方財政規律控管機制」
（財政危機の自治体に対する介入方針）を発表。
19日 ▼ クェール元米副大統領，来訪（～₂₁
日）。蔡英文民進党主席（₂₀日），洪秀柱立法
院副院長，馬英九総統（₂₁日）らと会談。
22日 ▼苗栗県，行政院の財政支援とその条
件を受け入れると表明。
▼李登輝・元総統，訪日（～₂₆日）。
23日 ▼教科書改訂に反対する学生グループ，
教育部の敷地を占拠。一部は庁舎に侵入。
30日 ▼日本医師会，中華民国医師公会全国
連合会および医療 NGO 台湾路竹医療和平会
と災害発生時の相互協力協定締結。
8 月 4 日 ▼呉思華教育部長，教科書改訂に反
対する学生グループの代表らと会談。改訂の
撤回を拒否し，対話は決裂に終わる。
▼監察院，議長選挙での不正に抗議するた
め市議会への出席を拒否している頼清徳台南
市長への弾劾案を可決。
6 日 ▼宋楚瑜親民党主席，総統選挙出馬を
表明。
▼教科書改訂に反対する学生グループ，台
風接近のため，教育部敷地から退去。
8 日 ▼台風₁₃号，台湾本島に上陸し，横断。
₁₂人が死亡・行方不明，約₄₅₀万世帯が停電，
街路樹数万本が倒れるなどの被害を出す。
13日 ▼経済部，半導体メーカーの中国での
工場建設の規制緩和発表。
▼東京ガス，台湾中油と戦略的相互協力に
関する協定締結。
14日 ▼安倍総理，戦後₇₀年談話のなかで中
国や韓国より先に台湾に言及。
18日 ▼ ₂₀₁₅年台北・上海都市フォーラム，
中国の上海市で開催。柯文哲台北市長が出席。
24日 ▼第₁₁回両岸ハイレベル会談（～₂₆日），
中国の福建省福州市で開催。₂₅日に両岸租税
協定などに調印。
28日 ▼労働部，東南アジア出身家事・介護
労働者の賃金引き上げを発表。
30日 ▼嘉義県朴子市で鳥インフルエンザの
感染確認。
9 月 1 日 ▼連戦・元副総統，中国の習近平国
家主席と会談，中国の抗日戦争記念軍事パ
レードを参観（ ₃日）。
4 日 ▼台南市，デング熱流行対策会議を開
催。行政院も関係省庁会合を開催。
7 日 ▼ 漢光₃₁号実戦演習（中国軍の侵攻を
想定した総合軍事演習，～₁₁日）。
10日 ▼工研ブランドの食用酢，調味料の賞
味期限改竄が発覚。
▼台湾証券取引所，東証株価指数（TOPIX）
関連の上場投資信託 ₂銘柄上場。
14日 ▼行政院，デング熱中央疫情センター
を設置。
16日 ▼中央選挙委員会，₂₀₁₆年の総統，立
法委員の選挙を告示。
21日 ▼ 中国，通称「台胞證」（台湾人の中
国訪問用通行証）をカード式に変更。
25日 ▼大法官会議（憲法法廷），強制収用さ
れた土地の目的外利用をめぐる「美河市」訴
200
2015年　重要日誌
訟につき，収用の根拠法令を違憲と判断。
▼中央銀行，政策金利を₀.₁₂₅㌽引き下げ
て₁.₇₅％へ。
10月 6 日 ▼蔡英文民進党主席，訪日（～ ₉日）。
山口県と東京で日本の与野党関係者と面会。
7 日 ▼国民党中央常務委員会，臨時全国代
表大会の₁₇日開催を決定。
13日 ▼ 夏立言大陸委員会主任委員，訪中
（～₁₅日）。中国の張志軍国台弁主任と会談
（₁₄日）。
17日 ▼国民党臨時全国党代表大会を開催。
朱立倫同主席を総統候補に指名，洪秀柱立法
院副院長への公認を撤回。
19日 ▼中華民国銀行公会，日本の全国銀行
協会と覚書締結。
20日 ▼みずほ銀行，台湾銀行と業務協力覚
書締結。
25日 ▼ 馬英九総統，「台湾光復₇₀周年記念
行事」に参加。
30日 ▼黄敏惠国民党副主席，朱立倫同主席
の代理として訪日。在日華僑の支持集会に出
席（₁₁月 ₁ 日）。
▼行政院，省エネ節水など ₄分野での景気
刺激策を発表。
11月 6 日 ▼台北市日本工商会，台湾政府に対
して白書提出。
7 日 ▼馬英九総統，シンガポールを訪問。
中国の習近平国家主席と会談。
11日 ▼朱立倫国民党主席，訪米（～₁₆日）。
16日 ▼蔡英文民進党主席，陳建仁中央研究
院副院長を副総統候補に指名。
17日 ▼柯文哲台北市長，₂₀₂₀年までに台北
松山空港の機能を桃園空港へ移転と発言。
18日 ▼朱立倫国民党主席，王如玄・元労工
委員会主任委員を副総統候補に指名。
25日 ▼交流協会と亜東関係協会，第₄₀回日
台貿易経済会議を開催（～₂₆日）。日台租税取
り決め，日台競争法了解覚書，日台防災実務
協力覚書を締結（₂₆日）。
27日 ▼彰化地方法院，₂₀₁₄年に発生した飼
料用油などを混入した食用油を製造，販売し
た事件の被告に対し無罪判決。
30日 ▼国防部，₁₀月に中国で服役していた
台湾軍の諜報員が釈放されたことを発表。
▼中国の陳徳銘海峡両岸関係協会，来訪
（～₁₂月 ₆ 日）。台湾側の要人，企業関係者と
面会。
12月 1 日 ▼台湾高速鉄道（台湾新幹線）に苗栗，
彰化，雲林の新 ₃駅開業。
3 日 ▼行政院，外国人雇用規制の緩和決定。
9 日 ▼王如玄副総統候補，記者会見で軍人
用マンションの転売で違法行為はないと釈明。
また，その売却益を寄付すると表明。
▼行政院公平交易委員会，コンデンサー企
業₁₀社に対してカルテル認定し，課徴金を科
すと決定。
12日 ▼陳威仁内政部長と王崇儀海岸巡防署
長，南シナ海の太平島を訪問。
16日 ▼アメリカ国防総省，台湾への武器売
却を決定，議会に通知。
17日 ▼ 中央銀行，政策金利を₀.₁₂₅㌽引き
下げて₁.₆₂₅％へ。翌₁₈日実施。
25日 ▼総統候補による政見放送，放映。
▼郝柏村・元行政院長，保守派の「新同盟
会」主催の「護憲救国大会」で「新党こそ，
正当な国民党」と発言。
26日 ▼副総統候補テレビ討論会，開催。
27日 ▼総統候補テレビ討論会，開催。
29日 ▼故宮博物院南院区，暫定開業。
▼馬英九総統，日本に元慰安婦への賠償と
謝罪を求めると発言。
▼チャイナエアライン，陽明海運，中華郵
政，提携覚書締結。
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　 1 　国家機構図（2015年12月末現在）
（注）　 1 ）「山地原住民区」のみ例外として，「地方自治団体」とされ，また「区民代表会」が設置さ
れる。
（出所）　行政院（http://www.ey.gov.tw/），監察院（http://www.cy.gov.tw/）および司法院（http://www.judicial.
gov.tw/）ウェブサイトを参照。
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　 2 　国家機関要人名簿（2015年12月末現在）
総統 馬英九
副総統 呉敦義
総統府秘書長 曽永権
　同副秘書長 熊光華，蕭旭岑
　発言人（報道官） 陳以信
国家安全会議秘書長 高華柱
　同副秘書長 趙克達，高振群，劉大年
　国家安全局長 楊国強
中央研究院院長 翁啓恵
国史館館長　 呂芳上
立法院
　院長：王金平  副院長：洪秀柱＊
　（同正副院長含め，立法委員定数113人）
司法院
　院長：賴浩敏 副院長：蘇永欽
　（同正副院長含め，大法官定数15人）
監察院
　院長：張博雅＊ 副院長：孫大川
　（同正副院長含め，監察委員定数29人）
考試院
　院長：伍錦霖 副院長：高永光
　（同正副院長のほか，考試委員定数20人）
行政院（内閣）
院長：毛治国 副院長：張善政
政務委員　 林政則，馮燕＊，蔡玉玲＊，許俊逸，
杜紫軍，葉欣誠，顔鴻森，蕭家淇
秘書長 簡太郎
副秘書長 徐中雄，宋餘俠
発言人（報道官） 孫立群
内政部長 陳威仁
外交部長 林永楽
国防部長 高廣圻
財政部長 張盛和
教育部長 吳思華
法務部長 羅瑩雪＊
経済部長 鄧振中
交通部長 陳建宇
衛生福利部長 蔣丙煌
文化部長 洪孟啓
労働部長 陳雄文
科技部長 徐爵民
蒙蔵委員会委員長 蔡玉玲＊（兼任）
僑務委員会委員長 陳士魅
国家発展委員会主任委員 杜紫軍（兼任）
金融監督管理委員会主任委員 曽銘宗
国軍退除役官兵輔導委員会主任委員 董翔龍
原住民族委員会主任委員 林江義
客家委員会主任委員 劉慶中
海岸巡防署長 王崇儀
大陸委員会主任委員 夏立言
原子能委員会主任委員 蔡春鴻
農業委員会主任委員 陳保基
公共工程委員会主任委員 許俊逸（兼任）
主計総処主計長 石素梅＊
人事行政総処人事長 黄富源
中央銀行総裁 彭淮南
国立故宮博物院長 馮明珠＊
環境保護署長 魏国彦
中央選挙委員会主任委員 劉義周
公平交易委員会主任委員 呉秀明
国家通訊伝播委員会主任委員 石世豪
台湾省政府主席 林政則（兼任）
福建省政府主席 杜紫軍（兼任）
（注）　 1 ）＊は女性。 2 ）下線は行政院会議での
議決権を持つ。 3 ）点下線ほか， 6 直轄市の
市長が閣議に列席可能。
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　 3 　主要政党要職名簿（2015年12月末現在）
　中国国民党
主席 朱立倫
副主席 郝龍斌，呉敦義
秘書長 李四川
　民主進歩党
主席 蔡英文＊
秘書長 呉釗燮
　（注）　＊は女性。
　 4 　台湾と外交関係のある国（2015年12月末現在）
国名 国交樹立 備考
オセアニア（ 6 カ国，相互承認関係 2 カ国）
　ツバル 1979. 9.19
　ソロモン諸島 1983. 3.24 領事級関係
　マーシャル諸島共和国 1998. 11.20
　パラオ共和国 1999. 12.29
　キリバス共和国 2003. 11. 7
　ナウル共和国 2005. 5.14 復交 2002. 7. 23 断交
　パプアニューギニア 1995. 9.24 相互承認関係
　フィジー共和国 1996. 10. 4 相互承認関係
ヨーロッパ（ 1 カ国）
　バチカン市国 1942. 7 1972年最後の大使が離任
アフリカ（ 3 カ国）
　スワジランド共和国 1968. 9. 6
　ブルキナファソ（旧オートボルタ） 1994. 2. 2
　サントメ・プリンシペ民主共和国 1997. 5. 6
ラテンアメリカ（12カ国）
　パナマ共和国 1952 公使館設置
　グアテマラ共和国 1954 公使館設置
1960 大使級関係
　ハイチ共和国 1957 公使館設置
1965 大使級関係
　エルサルバドル 1957 公使館設置
1961. 6 大使級関係
　パラグアイ共和国 1957. 7. 8
　ホンジュラス共和国 1957 公使館設置
1965. 5. 20 大使級関係
　セントビンセント・グレナディン諸島 1981. 8. 15
　ドミニカ共和国 1983. 5. 10
　セントクリストファー・ネビス 1983. 10. 9
　ベリーズ 1989. 10. 13
　ニカラグア共和国 1990. 11. 6 復交 1985. 12. 7 断交
　セント・ルシア 2007. 5. 1 復交 1984. 5. 8 国交
1997. 8. 29 断交
（注）　 1 ）パプアニューギニア，フィジー共和国とは相互承認関係にある。
　　　 2 ）1 ）を除き，台湾と正式に国交を締結している国は22カ国。
　　　 3 ）2015年における外交関係の増減はない。  
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　 1 　基礎統計
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
人 口（1,000人） 23,120 23,162 23,225 23,316 23,374 23,434 23,492
労 働 力 人 口（同上） 10,917 11,070 11,200 11,341 11,445 11,535 11,638
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） -0.86 0.96 1.42 1.93 0.79 1.20 -0.31
失 業 率（％） 5.85 5.21 4.39 4.24 4.18 3.96 3.78
為替レート（ 1 ドル＝元） 33.056 31.647 29.469 29.614 29.770 30.368 31.898
（出所）　内政部統計処ウェブサイト（http://www.moi.gov.tw/stat)，行政院主計総処ウェブサイト (http://
www.dgbas.gov.tw/)，中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。
　 2 　支出別国内総生産および国民総所得（名目価格） （単位：10億元）
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
民 間 消 費 支 出 7,176 7,498 7,799 8,035 8,248 8,581 8,725
政 府 消 費 支 出 2,056 2,099 2,168 2,254 2,243 2,341 2,320
総 固 定 資 本 形 成 2,762 3,336 3,347 3,282 3,379 3,484 3,469
在 庫 増 減 -181 189 36 22 -19 28 19
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 7,827 10,014 10,420 10,345 10,580 11,258 10,777
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 6,677 9,015 9,457 9,252 9,200 9,596 8,603
国 内 総 生 産(GDP) 12,961 14,119 14,312 14,687 15,231 16,097 16,706
海 外 純 要 素 所 得 414 430 388 454 424 463 503
国 民 総 所 得（GNI） 13,376 14,549 14,701 15,141 15,655 16,567 17,209
（注）　2015年は暫定値。
（出所）　行政院主計総処ウェブサイト (http://www.dgbas.gov.tw/)。
　 3 　産業別国内総生産（実質：2011年価格） （単位：10億元）
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
全 産 業 12,069 13,333 13,885 14,163 14,438 15,044 15,026
農 林 水 産 業 230 235 246 238 241 255 235
鉱 業 ・ 採 石 業 12 18 17 17 16 16 15
製 造 業 3,132 3,841 4,102 4,255 4,327 4,595 4,642
電 気 ･ ガ ス 117 122 126 128 132 135 125
水 道 ・ 環 境 サ ー ビ ス 94 99 97 103 105 104 107
建 設 業 334 379 383 378 381 394 379
小 売 ・ 卸 売 業 2,216 2,355 2,444 2,470 2,510 2,572 2,581
運 輸 ・ 倉 庫 業 363 390 398 406 436 448 443
ホ テ ル ・ 飲 食 業 271 299 329 337 351 359 360
情 報 通 信 業 408 446 462 476 492 497 516
金 融 ・ 保 険 業 810 878 915 925 962 1,028 1,066
不 動 産 業 1,140 1,192 1,212 1,234 1,270 1,274 1,304
公 共 サ ー ビ ス ・ 国 防 1,022 1,054 1,054 1,062 1,055 1,054 1,058
教 育 632 651 667 674 679 679 685
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,320 1,378 1,433 1,460 1,479 1,522 1,523
（＋）輸 入 税 127 165 163 160 167 177 177
（＋）付 加 価 値 税 213 254 264 256 275 290 285
統 計 誤 差 51 36 0 29 49 5 142
国 内 総 生 産（GDP） 12,463 13,788 14,312 14,608 14,929 15,515 15,631
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） -1.57 10.63 3.80 2.06 2.20 3.92 0.75
（注）　表 2 に同じ。
（出所）　表 2 に同じ。
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　 4 　国・地域別財貿易 （単位：100万ドル）
2012 2013 2014 2015
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 82,666 41,431 84,122 43,345 84,738 49,254 73,421 45,303
香 港 38,495 2,585 41,183 1,585 43,795 1,734 39,159 1,468
ア メ リ カ 33,224 25,701 32,630 28,410 35,114 30,036 34,550 29,199
日 本 19,624 48,342 19,391 43,690 20,142 41,984 19,601 38,875
韓 国 12,137 15,304 12,223 16,163 12,988 15,289 12,881 13,454
シ ン ガ ポ ー ル 20,206 8,172 19,609 8,606 20,702 8,436 17,410 7,176
マ レ ー シ ア 6,600 7,981 3,243 8,255 8,671 8,961 7,198 6,759
タ イ 6,665 3,709 6,432 3,793 6,194 4,410 5,770 4,044
フ ィ リ ピ ン 8,969 2,172 9,821 2,321 9,637 2,297 7,514 2,096
ベ ト ナ ム 8,562 2,303 9,019 2,697 10,135 2,588 9,714 2,545
ド イ ツ 5,967 8,122 5,671 8,497 6,222 9,634 6,007 8,766
イ ギ リ ス 5,076 2,069 4,330 1,923 4,247 1,983 3,907 1,994
オーストラリア 3,756 9,462 3,834 8,106 3,696 7,586 3,440 6,863
そ の 他 54,462 99,971 59,920 100,619 53,811 97,658 44,849 69,007
合 計 306,409 277,324 311,428 278,010 320,092 281,850 285,421 237,549
（出所）　財政部ウェブサイト（http://www.mof.gov.tw/）。
　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
経 常 収 支 40,650 36,843 37,898 47,275 53,054 63,812 76,165
貿 易 収 支 28,346 23,474 24,585 28,296 33,324 40,103 53,341
輸 出（FOB） 204,417 275,820 310,659 304,284 309,215 317,845 284,934
輸 入（FOB） -176,071 -252,346 -286,074 -275,988 -275,891 -277,742 -231,593
サ ー ビ ス 収 支 1,925 2,503 3,825 6,299 8,489 11,046 9,406
受 取 31,556 40,226 45,756 48,832 50,922 56,793 56,779
支 払 -29,631 -37,723 -41,931 -42,533 -42,433 -45,747 -47,373
所 得 収 支 12,524 13,576 13,179 15,300 14,237 15,457 16,791
受 取 20,351 23,265 24,833 25,833 25,352 30,402 29,753
支 払 -7,827 -9,689 -11,654 -10,533 -11,115 -14,945 -12,962
経 常 移 転 収 支 -2,145 -2,710 -3,691 -2,620 -2,996 -2,794 -3,373
資 本 勘 定 -96 -116 -119 -83 6 -76 -82
金 融 勘 定 13,488 -339 -32,027 -31,674 -43,915 -53,304 -68,041
直 接 投 資（純） -3,072 -9,082 -14,723 -9,930 -10,687 -9,872 -12,358
証 券 投 資（純） -10,327 -20,664 -35,691 -42,091 -28,834 -44,224 -57,716
金融デリバティブ（純） 852 577 1,038 328 770 284 -1,250
そ の 他 投 資（純） 26,035 28,830 17,349 20,019 -5,164 508 3,283
誤 差 脱 漏 84 3,785 487 -34 2,173 2,583 6,969
準 備 資 産 増 減 -54,126 -40,173 -6,239 -15,484 -11,318 -13,015 -15,011
（注）　2009年から2014年は修正値。2015年は暫定値。
（出所）　中央銀行 ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。
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　 6 　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 
2011 2012 2013 2014 2015 2016
歳 入 1,671,399 1,667,104 1,730,370 1,706,892 1,726,443 1,822,403
税 収 1,203,398 1,222,126 1,218,050 1,271,304 1,343,377 1,440,009
営業利益および事業収入 264,860 262,335 251,061 258,647 241,046 238,270
手 数 料 収 入 81,033 108,108 197,323 81,021 83,726 79,066
財 産 収 入 63,991 60,123 52,239 85,885 43,734 51,881
そ の 他 58,117 14,413 11,698 10,035 14,559 13,177
歳 出 1,734,901 1,883,053 1,856,311 1,916,228 1,853,586 1,975,971
一 般 政 務 費 176,428 176,154 172,705 178,597 173,407 186,985
国 防 費 284,187 303,395 289,003 304,317 291,362 309,805
教 育 科 学 文 化 費 356,369 359,262 355,922 369,045 364,551 387,956
経 済 発 展 費 217,096 263,931 258,318 269,623 269,820 267,255
社 会 福 祉 費 348,804 420,369 439,098 423,639 411,789 460,610
社 区 発 展 ・ 環 境 保 護 費 6,601 15,875 15,882 16,801 16,145 17,976
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 138,455 138,269 132,810 138,052 134,591 147,210
債 務 費 111,753 114,520 117,436 127,538 115,117 123,311
一般補助およびその他支出 95,208 91,277 75,136 88,617 76,805 74,865
（注）　2016年は法定予算。歳入および歳出には中央政府債発行に伴う収入と償却費が含まれないため，
歳入と歳出は一致しない。債務費は中央政府債の利子支払いである。
（出所） 　表 2 に同じ。
　 7 　産業別対中投資 （単位：件，1,000ドル）
2011 2012 2013 2014 2015
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 887 14,376,624 636 12,792,077 554 9,190,090 497 10,276,570 427 10,965,485
農 林 水 産 業 1 4,478 3 9,234 1 2,225 0 2,693 0 2,200
鉱 業 ・ 採 石 業 4 13,624 1 8,100 2 31,752 0 12,324 0 21,539
製 造 業 570 10,375,391 325 7,518,803 275 5,120,523 243 6,579,158 210 6,485,575
建 設 業 8 61,473 4 53,402 4 35,520 0 43,181 0 11,848
卸 売 ・ 小 売 業 149 1,232,720 159 1,271,788 151 1,035,940 113 1,095,575 116 679,942
運 輸 ・ 倉 庫 業 11 94,265 21 63,310 6 24,904 3 18,807 5 42,278
ホ テ ル ・ 飲 食 業 7 60,173 18 171,799 9 78,132 9 37,776 5 14,474
情 報 通 信 業 23 282,532 20 118,636 21 222,877 26 113,267 12 116,468
金 融 ・ 保 険 業 27 1,255,828 23 1,725,721 20 1,900,966 33 1,658,954 24 2,785,892
その他サービス業 87 996,140 62 1,851,284 65 737,251 70 714,835 55 805,269
（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。
